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シャウプ勧告と会計制度




























































































2のようにａ 会計の重要性，ｂ 公認会計士法の施行，ｃ 会計の基準と実
務の改善，ｄ 独立公認会計士をもっと利用すること，ｅ 大学およびその他

































































































































































































































































































































































































































委 員 長 東 京 大 学 教 授 上 野 道 輔 ○ ○ ◎ ○
委 員
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〃 主 税 局 長 平 田 敬一郎 ○ ○
〃 主 計 局 長 河 野 一 之 ○
〃 銀 行 局 長 愛 知 揆 一 ○ ○
通商産業省 通商企業局長 石 原 武 夫 ○ ○ ○
中小企業庁 振 興 部 長 記 内 角 一 ○ ○
運 輸 省 鉄道監督局長 足 羽 則 之 ○
〃 自 動 車 局 長 小 幡 靖 ○
〃 海運調整部長 壷 井 玄 剛 ○
農 林 省 官 房 長 平 川 守 ○
文 部 省 学 術 局 長 剣ノ木 亨 弘 ○ ○
初等中等局長 稲 田 清 助 ○ ○
法 務 府 民 事 局 長 岡 崎 恕 一 ○ ○ ○
法制意見第一局長 村 上 朝 一 ○ ○ ○
建 設 省 総 務 局 長 中 田 政 美 ○ ○
物 價 庁 第 一 部 長 渡 辺 喜久造 ○ ○
公正取引委員会総務部長 黄 田 多喜夫 ○
証券取引委員会事務局部長 田 井 峻 ○ ○
統 計 委 員 会 事 務 局 長 美濃部 亮 吉 ○ ○
国 税 庁 直 税 部 長 高 橋 衛 ○ ○
日 本 銀 行 統 計 局 長 土 井 太 郎 ○ ○ ○ ○
東 京 大 学 教 授 黒 澤 清 ○ ◎ ○ ○
一 ツ 橋 大 学 教 授 岩 田 嚴 ○ ○ ○ ◎
一 ツ 橋 大 学 名 誉 教 授 太 田 哲 三 ○ ○ ○ ○
元 東 京 大 学 教 授 中 西 寅 雄 ○ ○ ○ ○
元 商 大 専 門 部 教 授 村 瀬 玄 ○ ○ ○ ○
東京商工会議所金融部長 鍋 島 達 ○ ○ ○ ○












早 稲 田 大 学 教 授 佐 藤 孝 一 ○ ○ ○
九 州 大 学 教 授 高 橋 正 雄 ○ ○ ○ ○
Ｇ Ｈ Ｑ ， Ｅ Ｓ Ｓ 顧 問 橋 本 雅 義 ○ ○ ○ ○
産 業 経 理 協 会 理 事 今 井 忍 ○ ○
王 子 製 紙 経 理 部 長 金 子 佐一郎 ○ ○ ○ ○
芝 浦 製 作 所 常 務 取 締 役 西 野 嘉一郎 ○ ○ ○ ○
日 本 興 業 銀 行 審 査 部 長 竹 俣 高 敏 ○ ○
田 口 証 券 株 式 会 社 社 長 田 口 眞 二 ○ ○




























Ⅲ 公益企業における原価会計の改善および統一（Improvement and Unification of Cost












Ⅴ 学校および産業界における会計教育の根本的改善（Fundamental Reform of








Ⅵ 会計委員会の権威づけのための企業会計法（仮称）の制定（Industrial Accounting Law














『企業会計基準法（試案）』（Ｓ．23．10．27 経本 財 企）
『企業会計基準法要綱（試案）』15（Ｓ．23．11．19 経本財金企）




15 英訳は，Outline of the Enterprises Accounting Standard Law（Draft）で，同年同日の
日付である。GHQの担当者に提出されたものと思われる。（黒澤文庫Ⅱ‐3‐16）
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